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1 . はじめに

2011年3月の東北地方太平洋沖地震では，大規模

な津波が発生し，東日本一帯の広い範囲の構造物に

倒壊，浸水ど、、った甚大な被害をもたらした.津波

が直接的な原因と考えられる海岸施設の破壊や橋梁

流出，建物浸水といった被害の他に，津波が船舶や

コンテナを押し流し，漂流物となって構造物を損傷

もしくは破壊した二次的な被害も甚大であった.

気仙沼市では，漂流物に300重量トンクラスの大

型漁船も含まれており，岸壁係留位置から500m0-

上もの距離を住居などの建物や施設を破壊しなが ら

漂流した報告1)がある.また 平成23年10月28日に

制定された「津波防災地域づくりに関する法律(平

成二十三年法律第百二十三号) Jにおいて津波防護

施設は，津波の水圧および波力ならびに地震の発生

だけでなく，漂流物の衝突に対しても安全な構造に

するよう定められていることからも，構造物に対す

る漂流物衝突は重要な要素と考えられる.

日本の主要港湾においては多くの人や物的流通の

ために長大橋梁が架橋されていることから，東北地

方太平洋沖地震で数多く見られた桁流出などの津波

による直接被害よりも 入港しているタンカーなど

大型船舶が漂流物となって衝突するような 2次被害

が懸念される. このような背景より ，本論文では，

日本の主要港湾において 津波によって漂流した大

型船舶が，湾岸線の長大橋へ衝突するといった，偶

発作用における構造物への被害を数値シミ ュレーシ

ョンによって定量的に明らかに し，その一連の解析

手法を提案する.津波による漂流物の衝突に関する

研究は，漂流物挙動を表現するモデ、ル化も含めた数

値解析および水理模型実験，ならびに漂流物衝突力

の算定方法など数多くあるが2)・4)，本論文で想定し

ているような大型船舶と大型構造物を対象とした検

討は見当たらない.

なお，本論文で対象とした橋梁は，大型船舶が入

港する大阪湾東側湾岸沿いに架橋していると仮定し

て， 図-1に示すような橋長1，000m(250+500+250)の

鋼斜張橋を想定した.

2. 検討手順

津波によって漂流した大型船舶が鋼斜張橋に衝突

した数値シミュレーションを本検討では次のような

手順で、行った.

(a) まず南海トラフの巨大地震モデル検討会5)

にて提示された津波波源モデルを参考に作

成した 4連動地震を波源モデ、ルとした津波

伝播解析を実施する.

(b)津波伝播解析によって得られた鋼斜張橋の

架橋位置における流速および流向を，津波

によって漂流した大型船舶の衝突時速度お

よび被衝突部材である主塔への衝突角度と

する.

(c) 衝突における運動量を力積の正規分布形と

した力の時刻歴波形(以下，力波形)と し

て算定する.こ のとき 大型船舶は主塔の

耐荷力相当の最大衝突力となる質量をもつ

ものを想定する.
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図-1 対象橋梁一般図

表一1 津波伝播解析条件

内容

領域A2430m(510x300) 

領域B 810m(417x300) 

領域C 270m(408x327) 

領域D 90m(471x336) 

領域E 30m(363x237) 

領域F 10m(624x426) 

非線形長波理論

領域Aで自由透過
各領域聞は水位-流量を接続

Manningの組度係数二O.025 

すべての領域で遡上境界

Mansinha and Smyl ie 

ETOP02*1， MIRC-JTOP030ペ海底地形

デジタルデータM7000*3，国土地理院

ダウンロードメッシュデータ*4
※各領域格子間隔に内挿して使用.

T. P. +0. 9m 

ムt二O.1 s 

地震発生から6時間

*1 :NOAA National Geophysical Data Center 

*2:日本近海30秒グリッド水深データ

*3:財団法人日本水路教会 近海等値線データ

*4:国土地理院基盤地図情報10m，5mメッシュ

(d) ファイバー要素で、モデル化した鋼斜張橋の

橋梁全体系モデルへ(c)で、求めた力波形を入

力する衝突解析(弾塑性有限変位解析)を

実施する.

ととで， (d)の衝突解析における重要な要素は，衝突

速度，衝突角度，衝突力，衝突時間であり， (b)に示

す通り，衝突速度，衝突角度は津波伝播解析の結果

を用いるが，衝突力，衝突時間については衝突する

船舶規模の想定によって様々な結果をもたらすため，

想定した条件に依存した極めて限定的な解となって

しまう.そこで本研究では， (c)に示す通り，入力す

る衝突力は被衝突部材である主塔の耐荷力と同じ最

大衝突力を与える力波形とした.ここに，主塔の耐

荷力は，被衝突部材を積層シェル要素で、モデ、ル化し

て，衝突方向に漸増載荷した静的弾塑性有限変位解

析によって求めた.
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(b) 小領域(領域E，F) 

図-2 津波伝播解析の計算範囲

3. 津波伝播解析

(1)解析条件

南海トラフの巨大地震モデ、ノレ検討会5) (以下，中

央防災会議)が2011年12月27日に中間取りまとめと

して発表した津波波源モデ、ルを参考にして，東海地

震，東南海地震，南海地震， 日向灘地震の 4連動地

震(Mw= 9.0，ここに， Mw モーメントマグニチュ

ード)を想定した波源モデ、ルを用いて津波伝播解析

を実施した.

津波伝播解析の解析条件を表-1に示す.解析領域

は図-2の領域A-Fのように，想定した架橋位置の大

阪湾に着目して，最小計算格子幅は10m の6段階多

層メッシュ構成とした.地形データは財団法人日本

水路教会，国土地理院から提供される地形データ等

のデジタルデータを各解析領域格子間隔に内挿して

作成し，海底摩擦はManningの粗度係数として0.025

を用いた.津波伝播解析は，想定した波源モデルか

らMansinhaand Smylieの方法6)~こよって計算される



(a) 地震直後

(b) 地震発生30分後

図-3 水位変化コンター図

図-4 最大流速時の大阪湾の水位変化コンター図と

対象橋梁付近の流速ベクトル図

海底地盤変動を海面の初期水位変動として， 2次元

浅水流モデルを差分法に基づく非線形長波理論で行

った.計算時間間隔は0.1s，計算継続時間は地震発

生から6時間とした.また 計算には対象橋梁付近

の台風期朔望平均満潮位T.P.+0.9 m(O.P. +2.20 m)を

考慮している.
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(b) 合成流速
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(c) 流向

図-5 対象橋梁付近の津波応答時刻歴波形

(2) 解析結果

波源モデルから計算された地震直後および地震発

生30分後の水位変化コンター図を図-3に示す. 30分

後には太平洋から大阪湾へ通じる紀伊水道に津波が

到達している.また，大阪湾内では，津波は地形と

の反射により複雑な波高分布を示した.

最大流速時の大阪湾の水位変化コンター図と対象

橋梁付近の流速ベクトル図を図-4に示す. 図-4に示

している着目した流速ベクトル位置の津波高さ，合

成流速(東西成分流速と南北成分流速の合成成分の

流速) ，流向の時刻歴波形を図一5 ~こ示す.ここに，

図一5(c)に示す流向は北方向から右回りに正をとっ

た角度としている.対象橋梁への第一波は約90分後

に到達し，最大津波高さは 114分後に記録(図-

5 (a) )した.合成流速で109分後に最大流速1.1m/s 

を記録し，その時の流向は30.7
0

であった.対象橋

梁の架設方向は150
0

としているため，大型船舶の

衝突角度は橋梁に対して60.7
0

となる.

なお，中央防災会議の報告については2012年3月

31日の発表が現在最新であり，その報告での対象橋

梁付近の大阪市此花区の最大津波高さは3.8m (全

11ケースの内ケース⑬)となっている .本解析結果

の対象橋梁付近最大津波高さはそれよりも約1.1m 

「

コ



図-6 大型船舶の衝突位置と衝突角度

低くなっているが，この要因として，中央防災会議

では津波を推計する津波断層モデ、ノレのMwが9.1とさ

れていること，最小格子間隔が50mで、海底地形が異

なるこ と，最大津波高さの抽出地点のずれなどの差

異によるもの と考えられる.

4. 衝突解析に用いる解析モデルおよび衝突

力条件

波伝播解析によって得られた流向 に配置すると

図-6に示すようになり，大型船舶の船首が主塔基部

から 13m の位置に衝突する ものとした.

なお，本解析で使用した ソフ トには

SeanFEM(ver.1.22)を用いて，幾何学非線形性は有限

変位・有限ひずみ・有限回転 (UpdatedLagrange 

法)までを考慮する.

(1)橋梁全体系解析モデル

衝突時の波動伝播が与える橋梁全体挙動を精確に

表現するために，橋梁全体系モデルによる動的弾塑

性有限変位解析を用いた.材料非線形性は，橋梁全

体系の耐震解析でよく用いられるフ ァイパーモデ、ル

7)， 8)で評価するものとした.ただし， ファイパーモ

デルは平面保持の仮定により，衝突部位にみられる

局部座屈のような断面変形を伴 う座屈を表現するこ

とはできない.橋梁全体系の解析における連成座屈

強度を近似的に考慮する文献8)のような手法もある

が，対象橋梁の衝突部位である主塔柱部の幅厚比は

比較的小さい(R= 0.49，ここに，Rは補剛板の幅厚

比パラメータ)ととから部材座屈の影響のほうが大

きいと考えられる.そのため本検討では局部座屈の

影響を考慮、しないものとした.ただし，衝突部位や

(a) 解析モデ、ル

(b) 主塔柱部ファイバー断面図

図-7 対象橋梁全体系解析モデ、ル図

その周辺の局所的な損傷状態については，後述する

シェルモデ、ノレを用いた静的弾塑性有限変位解析結果

との比較を通して議論する.解析モデル図を，骨組

み表示とファイパー断面表示を合わせて図-7に示す.

(2) 衝突力

大型船舶の衝突によ って生じる荷重を力波形とし

て構造物に入力する. 力波形は，衝突によって大型

船舶は完全に停止して，失った運動量は主塔の力積

に等しいと仮定し，衝突時間dtの半分を最大とする

正規分布形とした.衝突時間dtの大型船舶の運動量

の積分は3σ (とこに，σ:標準偏差)を採ることで

衝突現象全体の力積と 99.73%一致する.大型船舶

の質量mと津波伝播解析によって得られた流速νを用

いて，時間tの関数として力波形F(t)を整理すると次

の式(la)ようになる.

F(t) =下竺- .e求
、21r.σ 

(la) 

dt 
μ 

2 

σ=f.l (1c) 
3 

ここに， μ:平均値である.この力波形 F(のの最大

値 Fmaxはt=μより，

、‘.ノ
'hU 

咽・E
且

/，
，‘‘
、

mv 
-
• m凱J2;・σ

(2) 

となる.

求めたF(のに対して，衝突前に1.0s間，波形全体

が10.0sとなるようにゼロを追加して力波形を作成

する.
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(1)衝突部材耐荷力の算定

a) FEMシェル解析モデル

被衝突部材の耐荷力を算出するため，主塔柱基部

から下段水平材までの主塔下柱を抜出し， 図-8に示

すような解析モデ、ルとした.衝突位置付近を弾塑性

シェル要素で、モデ、ル化し その他の要素は線形はり

要素とした.シェル要素と線形はり要素は，岡IJな仮

想部材で連結し，ダイヤブラムを3.0m間隔で、配置

した.柱基部側を完全拘束，主塔上端側をローラー

支持の境界条件を与えた.

使用した要素は積層タイプの弾塑性シェル要素で、

あり，応力一ひずみ関係は2次勾配がE/lOOのバイリ

ニア(ここに，E 鋼材のヤング係数) ，降伏判定

はMises降伏条件，塑性流れ則(応力 一塑性ひずみ

増分構成則)は関連流れ則としている.載荷面は高

さ方向4.2m， r幅方向9.07mの範囲とした.なお，載

荷面周辺は大きなたわみや応力が集中されると予想

されるため，柱軸方向および母材幅方向の要素分割

を細分化している .節点数および要素数は約12，000

であった.

b) プッシュオーバー解析

主塔に作用する死荷重として0.13め(ここに，

め:全断面降伏軸力=765，000 kN) を頂点に載荷し

た後，津波伝播解析よって得られた衝突方向に，

図-8aに示す範囲を載荷面とした変位制御のプッシ

ュオーバー解析(静的弾塑性有限変位解析)を実施

した.得られた荷重 変位曲線を図一9に示す.この

図は，縦軸に載荷荷重P，横軸に衝突方向変位δを

とっている • d = 676 mmで、最大荷重Pmに達して，d= 

1678 mmで、構造不安定となり終局PII'こ達したと判断

できる.載荷位置付近の柱断面は前述の通り幅厚比

は小さいため，最大荷重を過ぎた後の劣化域に急激

な耐力低下は見られない.こ のことから，橋梁全体

系モデ、ルにおける衝突位置へのファイパーモデル適

用で，衝突位置塑性化の評価が危険側になることは

荷重一変位曲線図-9

α 

(a) 全体図 (c) ダイヤブラム

図-8 衝突部材のモテ、ル図とメ ッ、ンュ分割

。

被衝突部材が耐えうる最大の漂流物に対

する衝突解析

5. 

5 

被衝突物である主塔の耐荷力と等しい衝突力にな

る最大の漂流物質量Mを算定し，そのときの全体挙

動について検討を行うものとする.検討手順につい

ては次のとおりである.

(a) 衝突部材である主塔下柱を，局部座屈を考

慮できる弾塑性シェル要素で、モデル化し，

衝突方向のプッシュオーバー解析を実施す

る.得られた荷重 変位曲線の最大荷重は

衝突方向耐荷力Pmであり，その時の変位を

ん?とする.

(b)船舶の衝突位置は主塔と同じだけ座屈変形

すると仮定すると，衝突してから停止する

までの双方の変形量の合計はんの2倍とな

り，その問，等加速度直線運動で停止した

ときの時間を衝突時間dt'とする.

(c) 衝突方向耐荷力Pm，衝突時間dt'および津波

伝播解析によって得られた流速νを用いて，

式(2)から最大衝突力Fmax んとなる質量m

を算定する.つまり ，この質量mは耐荷力

と等しい衝突力が発生する最大の漂流物質

量Mとなる.

(d) 最大漂流物質量Mおよび衝突時間dt'を式

(la)に代入した力波形Fm(t)を入力した衝突

解析によって，衝突部材が耐える最大の漂

流物が衝突した際の挙動を再現し，その時

の衝突現象が橋梁へ与える影響について考

察する.
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(a) 最大荷重Pm (b) 終局PI/ ぷιl倍
図ー10 ミーゼス応力コンター図と断面変形図

ないと 考えられる.最大荷重Pm時および終局PlI時の

ーゼス応力コンタ一変形図および同図中aの位置

の断面変形図を図一10に示す.終局時の載荷面周辺

では，局部座屈の進展が見られ，断面変形に伴う 座

屈が表現できている.

(2) 衝突部材が耐えうる最大漂流物の想定と最大力

波形の算定

衝突物と被衝突物の座屈変形は同じ，衝突後に等

加速度直線運動で停止すると仮定すると，衝突時間

は，プッシュオーバー解析から得られた最大荷重時

の変位omおよび津波伝播解析によって得られた流速

vを用いて次の式(3)のように表される.

(3) 
v v 

凡 (3)より ，衝突時間 dt'= 2.46 sが求まる.

さらに，衝突部材が耐えうる最大漂流物質量Mは，

式(2)の最大衝突力Fmax= Pmとするこ とで次の式(4)で

求めることができる.

M=.fi五-σ 2J2;.6111 .~ . -~ -. F~~ _ -=-:___=.:_:_ • ~ 
v -max 3 v2 

(4) 

式(4)より，最大漂流物質量 M = 152，395 tonが求ま

る.この漂流物は石油タンカーでは全長 270m程度

の大規模(Suezmax)分類に相当する.

式(3)および式(4)で求めた最大漂流物質量Mおよび

衝突時間dt'を式(la)に代入して求めた最大力波形

Fm(t)を図-11に示し，力波形諸量を表-2に示す.
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200 ~ Fmax=163， 157kN [2.23s] 
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図-11 力波形(M=152，395 ton， dt' = 2.46 s) 

表-2 力波形諸量

被衝突部材耐荷力 Pm kN 163，1571 

その時の変位 δm ロ1 0.6761 

停止するまでの距離 8 口1 1.353 

衝突速度 v mJs 1.1 

重量 W 152，395 

質量 m kg 152，395，129 

衝突時間 dt' S 2.46 

平均 μ s 1.23 

標準偏差 σ 0.410 

分散 2 . 0.168 σ 

最大衝突力 Fmax kN 163，157 

力波形継続時間 T s 10.00 

Fmrus寺の時刻 t s 
'--

2.23 

~b 

変形倍率 :50倍

図-12 衝突部ひずみ最大時刻のひずみコンター図

(3) 最大漂流物の衝突解析

最大力波形Fm(t)を橋梁全体系モデ、ルに入力する動

的弾塑性有限変位解析を実施した.衝突部位の直ひ

ずみが最大の時刻のひずみコンタ一変形図を主塔衝

突部拡大図とと もに図一12に示す.また，衝突部

(図-12の点a) ，衝突側のP2主塔頂部(図一12の点
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(a) 衝 突 部 (図-12の点α)
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P2主塔頂部(図一12の点b)

ロXmax=ー0.100m[2.95sec]

• Y max= 0.407m[6.23sec] 
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(c) 主桁中央(図一12の点c)

1.0 - ロX max=ー0.114m[3.06sec]
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(d) P3主塔頂部(図ー12の点d)

図-13 主要点の応答変位時刻歴波形

b) ，主桁中央(図-12の点c) およびP3主塔頂部

(図-12の点d) の変位時刻歴波形を図一13に示す.

同図は， 図-12に示すように，橋軸方向をX (点線) ， 

直角方向をY (実線)の記号で示している .この図

より， P2主塔頂部は最大衝突力が発生する2.23s の

直後の2.52sに主塔面内方向に最大変形0.171mが発

生し，その後， P2主塔頂部，主桁中央， P3主塔頂部

へと波動伝播していることがわかる.また，主塔頂

部と主桁中央のX方向およびY方向の時刻歴波形は

それぞれ固有周期 (X:5.07s， Y:3.27 s) とほぼ同じ

安定した自由振動をしており，衝突後の振動特性を

表現できていると考えられる.

図-14に衝突位置で最大であった要素の応答ひず

み時刻歴波形， 図-15に同位置での応力一ひずみ履

歴図を示す.同図は引張側(プラス仮.11) を点線，圧

縮側(マイナス側)を実線で示している.また，降

伏ひずみの位置も合わせて示している .最大衝突力

となる時刻直後に衝突位置で、は最大5，996μの圧縮ひ

ずみ (ξ2.66εY' SM570材)が発生しており，圧縮

8，000 r Tellsioll ロEmax= 1.94ey [2.39sec] 

・Emin= -2.66EY [2.36sec] 
4，000 r 6 .0-

0- ー『ピニ一 、 - ' 一一一一一一一-→

-4.000 -6，. ¥ /'" --ーー
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-8，000 Compressioll 。 6 8 10 2 4 

図-14 衝突位置の応答ひずみ時刻歴波形
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図-15 衝突位置の応力一ひずみ履歴

側で僅かな残留ひずみがみられるものの，衝突側の

P2主塔頂点変位や主桁中央に残留変位を残すような

応答は見られないことから，落橋相当の被害には至

らないと考えられる.

7. おわりに

津波による大型漂流物が，大阪湾湾岸沿いに位置

する長大橋へ衝突したときの影響を，数値シミュレ

ーションによって定量的に評価を行った.

衝突する船舶の大きさを仮定した場合の衝突シミ

ュレーションは限定的な状況であり，汎用性がある

とは言えないが，本解析手法では，被衝突部材の耐

荷力と同じ衝突力を与えるため，被衝突部材の耐え

うる最大漂流物の衝突シミュレーションといえる.

さらに，衝突部材の耐荷力をシェノレモデ、ルを用いた

弾塑性有限変位解析によって求めるため，衝突時の

局所的な座屈および部材座屈が評価され，その影響

は橋梁全体系へ入力する最大衝突力として考慮され

る.この手法により，解析規模が大きい橋梁全体系

モデ、ルへの適用も容易となり，その解析例を示した.

解析例では，対象橋梁の主塔に耐えうる最大の漂流

物質量は約15万トン(大規模タンカー相当)となり，

衝突位置に最大2.66εy程度のひずみが発生するもの

の，大きな残留変位は見られないことから，落橋に

至るような損傷ではないと考えられる結果が得られ

た.

長大橋に大型船舶が衝突したときの挙動を詳細に

推定し，設計へ反映するためには，シナリオ設定の

7 



妥当性，解析的精度ならびに要求性能や衝突後の供

用性に対する評価方法について，さらに検討を要す

るものであり，今後の課題としたい.
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